
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．実施内容 

１．研究開発の概要 

研究結果 

結果の詳細は下記分担研究開発課題の報告部分にゆずるが概要を示す。 

①②の調査結果から⑧摂食嚥下関連医療資源マップのサイト（http://www.swallowing.link/）を作成

し2015年 9月 15日に公開した（図2）。 

2016 年 1 月 14 日現在で登録施設数は 1099 件を超え、公開後の周知は想定をはるかに上回っている。

日本摂食嚥下リハ学会でのシンポジウムを皮切りとして大手三社を含めて新聞記事７誌、NHKでの放送、

複数の関連学会や家族会のHPでの周知、数十の医療介護関連サイトでの情報公開がなされ、地方紙での

公開は現在も引き続いている。また2016年 1月 14日現在、サイトのview数は134015件、ユーザー数

は21668名であった。折れ線グラフ上に矢印で示すように、大手のメディアに取り上げられたタイミン

グでサイトの閲覧数が一気に増加することがわかる。 

 

④⑩にて連携ガイドブック作成を進め上記のサイトにアップした（図 3）。当初は郵送での配布を考

えていたが周知活動は十分と考えられたため郵送は行わない。以上は遅延なく十分に進めることができ

た。 
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進捗に一部遅延が生じたが医療と介護の連携の実態調査として⑤⑥⑥’にて病院SW、老健、特養に対

して調査を行った（図 4）。ここでは摂食嚥下への対応が必要な患者をつなぐ先がないのにも関わらず

紹介先が不要であるとの返答が約半数存在することが分かった。これらから来年度の研修会に盛り込む

べき連携の障壁を抽出することができた。 
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③の行政・保健所へのアンケートの結果から地域間のマッチングを行い、3 年目の研修事業につなぐ予

定であったが、行政・保健所の関与を必須にすると⑨の設定に困難が生じると想定されたため、限定を

解除した状態で進めることとした（図 5）。千葉県八千代市歯科医師会の事例を参考に千葉県柏市の歯

科医師会が取り組みを学び始めるに至った。さらに先進事例的に江戸川区内での地域連携をサポートす

ることも本研究班で行った。さらに、行政・保健所に対する現状の取り組みについてのアンケート調査

の結果から都道府県内の区市町村で摂食嚥下機能支援に関する事業を行っているところの把握がされて

いるのは3割に過ぎないため、摂食嚥下機能支援について都道府県と自治体の情報共有は十分とはいえ

ないことなどが分かった。遅延は生じたが年度を持ち越さずに課題を達成できた。 

⑦⑪⑭については新宿区が行った軽度摂食嚥下障害者に対する検診表を用いて、千葉県八千代市にて検

診を行うことができたため３年目の作業を含め終了した（図6）。 

 概ね初年度の調査は目的としていた結果が得られた。ただし、一部調査の実施が遅れたものについて

も年度内に課題を達成することができた。 
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